
支出額

〈千円)

従

事

者

の

人

数

受益対象者の範囲及

び人数
実施場所実施日時事業内容

30

人

一般市民、環境やオ

ゾン利用に興味を持

つ人・団体  120人

年

年

月

■

月

①東京都立大学
②第25回 は人形
町区民館、臨時
理事会は久松町

区民館

③第 1回は堀留

町区民館、第 2～

6回は人形町区民

館

④第 1回は堀留

町区民館、第 2～

6回は人形町区民

館

会務

普及、啓蒙を図るための協会運営活動

① 総会 (2023.6.22)

② 理事会 (2023巧」6、 7.11)

③ 運営委員会 (2023年度5回 )

2023.4.25、  6.14、  9.20、  10.31、

2024. 1.29

④ 各部会
広報・編集 。工業部会

(2023年 度全 6回 )

2023.4. 19、  6.7、  7.27、  9. 13、

10.27、  2024. 1. 17

総務・財務部会

(2022年 度全 6回 )

2023.4.19、  6.7、  7.27、  9. 13、

10.27、  2024. 1. 17

一般市民、環境やオ

ゾン利用に興味を持

つ人・団体 120人

東京都立大学 10

人

2023年 6月 22

日～23日
年次研究講演会の開催

第 32回年次研究講演会

6.864

5人 一般市民、環境やオ

ゾン利用に興味を持

つ人・団体

33人

2023年 12月 7

日～8日

講習会 :フ ォレ

ス ト仙台

見学会 :仙台う

みの社水族館

普及事業

講習会・見学会の開催

第 40回オゾン技術に関する講習会・

見学会

書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

宣塑壁墾!L襲墨L』杢二塗型途

1 事業の成果

令和 5年度は前年度に引き続き、定款の目的・活動・事業に沿って活動した。すなわち、より安全で快

適な環境の保全と創出及び循環型社会の構築に寄与することを目的に、オゾン処理を中心とした酸化手

段による環境浄化技術に関する情報収集、啓蒙、適正化及び高度化のための事業を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【10,094】 千円)



オゾン設備管理者他
72人

タワーホール船

堀

大阪市立青少年

センター

タワーホール船

堀

埼玉県・石福金

属興業(抑

20

人

2023年

10月 5日

2023年

11月 l日

2024年

3月 22日

2023年

8月 8日

(定期開催)

第 55回 オゾン安全管理士講習会

第 56回オゾン安全管理士講習会

第 57回オゾン安全管理士講習会

(出張開催)

第 58回オゾン安全管理士講習会

20

人

一般市民、環境やオ

ゾン利用に興味を持

つ人・団体

500人

東京都2023年 4月 、7

月、10月 、

2024年 1月

刊行物の発行

オゾンニュース (OZONE NEWS in

Japan)の 発行 No」 25～ 128

2.42330

人

オゾンに興味を持つ

人

200人

東京都2023年 度それ

ぞれ 6回配布
刊行物の配布・情報交換

国際オゾン協会発行のオゾンニュース

Vol.51、 No.2～ Vol.52、  No.1、 オゾ

ン:サ イエンス&エ ンジエアリング

Vol.45, No.2 ～Vo1 46, No. 1 の入

手、配布。米国、欧州、アジア各国と

の情報交換

国際協力

事業

オゾン関連会社 10

社 160人

10

人

東京都2023年 4月 ～

20241「 3月
小型オゾン発生装置審査会

2回開催 (2023.8.29-30、 2024.2.28)

認定事業

(2)その他の事業

なし

(事業費の総費用 【 0 】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がム登場合)

特定非営利活動法 人 日本オゾン協会

金

6,594,000
1,320,000

150,000

5 658 986

15 2

9483

44 982

14 8

4

468, 729

468, 729

43

8,064,000

9

I経常収益
1.受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

入会金会費
2.事業収益

普及事業収益
3.その他収益

受取利息
広告収益

書籍
著作権料
その他

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1.事業費

(1)人件費

給与手当

通勤費

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費
会議費

旅費交通費
通信運搬費

消耗品費

1   諸会費

1   賃借料
1   諸謝金

1   印刷製本費
広告宣伝費
雑費

その他経費計

事業費計
2.管理費

(1)そ の他経費
広告宣伝費
会議費

旅費交通費

通信運搬費
消耗品費

賃借料
水道光熱費
地代家賃
諸会費
支払手数料

1   雑費

1   雑損失

|(3)認定事業

その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
税引前当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額
正

10,093,774



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和5年度 貸借対照表

特定非営利活動法人 日本オゾン協会

事 業 報 告 用

額金目科

25 549

24,408,259

1, 140,930

23,543,215

1, 140,930

661,044

204,000

資産の部

1.流動資産

現金預金

商品

未収入金

流動資産合計

2.固定資産

保証金

固定資産合計

Lヱ]■■生

739, 4

3,421, 177

2.318,069

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

預り金

未払金

流動負債合計

△

19,809,943

25.549, 189

Ш 正味財産の部

正味財産

(う ち当期正味財産増加額 )

△

び



16 28条 係 )

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年

令和5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本オゾン協会

ll月 20日 一部改正 NPO法人会計協議会)に よっていま1

〈1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法にて処理 しています。

(2)固 定資産の減価償却の方法

固定資産は保証金 (敷金)のみであり、減価償却の対象となる固定資産はありません。

(3)引 当金の計上基準
該当するものはありません。

(■ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当するものはありません。

(3)消 費税等の会計処理
当協会は消費税の免税業者ですので、消費税の会計処理は行っていません。

2.事 業別損益の状況

合計事業部門計 管理部門認定事業
国際協力

事業普及事業
調査研究

事業 _
科 目

0 4

1

645,

7

1,935,360
0

0

1,358, 145

0

5,483,

3,848,0

1.456,0
#####111###101,347#######‖ ##3. 293. 505 1,097,835###‖ ######

3.948,7923,948,792947.710 315,9032.685,179

309,485
396,000
284,847

1.214,238
1,011,418

343.980
867, 183

2,334,069
381.861
113,100
240,958

2, 151.468

516.162
690,038

8.000
566,

６ ６

０ 〇

一

０

６

　

８

４

183

000

0

0

0

0

67

0

0

0

72

80

0

0

0

0

0

110,

76,3
9,0

2,318,06

0

0

0

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

0

0

８

０

８

３

６

４

０

　

８

２

　

　

　

＋７

######11##4,717.8256, 144,9822.318.069 195,8193.631,094
□Ⅱ口□Ⅲ田4,717.825‖#:‖ #1111##511,7233.265,7796.316.272

I~~経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当

通勤費
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
業務委託費
広告宣伝費
会議費
印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
諸会費
諸謝金
賃貸料
水道光熱費
地代家賃
支払手数料
雑費
雑損失
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 ■E壼量2■
田回□田田

算定方法金額内容

該当な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円 )



備考期末残高当期増加額 当期減少額内容 期首残高
該当なし

合 計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単

０
０ その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

事業に直接係る費用 (例 :協会刊行物の印刷代、郵送代、事業に係る旅費、講習会の開催費用、講習会の講師謝

金、講習会等の宣伝代等)は事業費に計上、共通的な費用 {例 :協会の新聞広告代、協会ホームページの更新費

用、各種部会の旅費、電話代、複合機等リース代、家賃、税理士費用等)は管理費として計上

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

期末帳簿価額減価償却累計額減少 期末取得価額期首取得価額 取得科 日

9

0

0

1, 140,930

930|1, 140,930

有形固定資産
該当なし

無形固定資産
該当なし

投資その他の資産
保証金 (敷金)

|

合計

期末残高:入 当期返済期首残高 当期イ科 日

合計

内、近親者
及び支配法
人との取引

内、役員と
の取引

金

計算書類に

計上された科 日

3.464.400

3,464,400

ｎ

ｕ

(活動計算書)

給与手当

活動計算書計

(貸借対照表)

該当なし

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和5年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本オゾン協会

ハ]4 額科 目

24,408,259

1, 140,930

25,549, 189

543, 215

420,526

122,689

436,756

810,433

875,500

661,044

661,044

204,000

204,000

1, 140,930

23,

23,

21,

資産の部

1.流動資産

(1)現金預金

1)現金 (手元有高)

2)普通預金

みずほ銀行赤坂支店

みずほ銀行虎ノ門支店

みずほ銀行赤坂支店 (外貨預金)

(2)商 品

1)ハ ンドブック

(3)未収入金

1)受取会費収入

流動資産合計

2.固定資産

(1)保証金

固定資産合計

資産合計

5,739,246

3,421, 177

20,971

3,400,206

2,318,069

2,318,069

5,739,246

Ⅱ 負債の部

1.流動負債

(1)預 り金

2)源泉所得税

1)ISO
(2)未払金

1)IOA負担金

計合

計

債

合

負

債

動

負

流

19,809,943



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記●した名■ )

位
=圭

宣型量 法人 日本オゾン協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1
監事

マスコ アツシ

増子 敦

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

2
監 事

オオタキ

大瀧

マサヒロ

雅寛

令和5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

3
監事

ワダ ノボル

和田 昇

令和 5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

4
監事

イシトビ

石飛

ヒロユ

博之

令和 5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

5
監 事

イケベ ヒロアキ

池邊 弘昭

令和 5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

6
監事

ィトウ サダヒコ

伊藤 禎彦

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

7
監 事

オオサワ ユウジ

大澤 裕志

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

8
・監事

オザワ ジュンジ

純次小澤

令和 5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

9
・監事

カトウ ヤスヒロ

加藤 康弘

令和 5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

101
・監事

ソウマ

相馬

タカヒウロ

孝浩

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

`1l i
・監事

タカハラ

高原

ヒロフミ

博文

令和 5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

12
監 事

タナカ トシヒロ

田中俊博

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

13
監事

ナカムロ カツヒコ

中室 克彦

令和 5年 4月 l日

令和 5年 3月 31日

な し

14
監事

ナガシオ ダイ

長塩 大司

令和5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

15
監事

ニエダ マサノリ

仁戸田 昌典

令和 5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

16
監 事

ニンジマ ワタ

西嶋 渉

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

17
監 事

マガラ

員柄

ヤスモ

泰基

令和 5年 4月 1日

令和5年 3月 31日

な し

18
監 事

ムラカミ タカオ

孝雄村 上

令和 5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

19
監 事

モニワ タケオ

茂庭 竹生

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

20
・監事

ヤマモト タケシ

山本  文

令和5年 4月 l日

令和5年 3月 31日

な し

|2 1

・監事
タムラ

田村

テツヤ

哲也

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

22 理事

コウノ タカシ

鴻野 卓

令和5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し

23 理 事 監 事
タカハシ

高橋

カズタカ

和孝

令和 5年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

な し



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人_日 杢オゾ≧L金_

氏   名

1 石飛 博之

2 伊藤 禎彦

3 大澤 裕志

4 小澤 純次

5 相馬 孝浩

6 田中 俊博

7 中室 克彦

8 長塩 大司

9 仁戸田 昌典

10 西嶋 渉

11 員柄 泰基

12 村上 孝雄




